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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリエチレン系樹脂又はポリプロピレン系樹脂と軟化点５０℃以上の可塑性炭化水素樹脂
と白色無機化合物とからなり、且ついずれかの該樹脂１００に対して、該炭化水素樹脂が
１０～５０重量部、該無機化合物が６０～１１０重量部含有され、実質的に無延伸である
ことを特徴とするビジュアルマーキング用基体フィルム。
【請求項２】
ポリエチレン系樹脂又はポリプロピレン系樹脂と軟化点５０℃以上の可塑性炭化水素樹脂
と白色無機化合物とからなり、且ついずれかの該樹脂１００に対して、該炭化水素樹脂が
１０～５０重量部、該無機化合物が６０～１１０重量部含有されてなる基体フィルム（１
）を中間層として、その両外面にエチレンを主成分とするアクリル酸系モノマとのエチレ
ン系共重合樹脂による両外面層（２）が積層され、実質的に無延伸であることを特徴とす
るビジュアルマーキング用基体フィルム。
【請求項３】
請求項１に記載の基体フィルム（１）の片面に、インキ受容層（１００ａ）を介して設け
られた印刷層（１００）が、そしてその反対面には粘着層（１０１）が設けられているこ
とを特徴とするビジュアルマーキングシート。
【請求項４】
請求項２に記載の基体フィルム（１）を中間層として、その両外面に前記エチレン系共重
合樹脂による両外面層（２）が積層されている３層基体フィルム（３）の片面に、インキ
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受容層（１００ａ）を介して設けられた印刷層（１００）が、そしてその反対面に粘着層
（１０１）が設けられていることを特徴とするビジュアルマーキングシート。
【請求項５】
前記印刷層（１００）がカラー水性インキによりインキジェット印刷されてなる多色印刷
層である請求項３又は４に記載のビジュアルマーキングシート。
【請求項６】
乗物のボディーへの貼着宣伝用である請求項３～５のいずれか１項に記載のビジュアルマ
ーキングシート。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、ビジュアルマーキング用基体フィルムと該フィルムを使用したビジュアルマー
キングシートに関する。該シートは、部分的に突起のある広い平面への貼着性にも優れて
いるので、例えば自動車、電車等乗物のボディーに添着して宣伝するのに有用である。
【０００２】
【従来の技術】
ステッカーとか、ラベル、更には建物の内装等に使用されるものは、一般に塩ビ系、ポリ
スチレン系、ポリエステル系、ポリオレフィン系のいずれかの樹脂フィルムを基体フィル
ムとして、この1面には印刷、反対面には粘着層が設けられた粘着シートである。この中
で塩ビ系粘着シートは、特に公害関係から、その使用は激減し、ポリスチレン系、ポリエ
ステル系、ポリオレフィン系に取って替わられてきているのが実状である。
【０００３】
前記ポリスチレン系、ポリエステル系の粘着シートは、（塩ビ系粘着シートのレベルでは
ないにしても）ポリオレフィン系に比較して、公害面、回収再生面の点からは劣っており
、性能の面でも、特に柔軟性（伸性）に欠け、これが例えば突起部をもつ平面へ貼着する
場合に、その突起部に沿って追従して貼着できない場合もあれば、一見追従して貼着して
はいるが、直ぐに浮き上がってその部分で剥離してしまう。つまり突起部追従貼着性に欠
けると云う点である。
【０００４】
前記のような点から、ポリオレフィン系粘着シートが優れているということで、柔軟で追
従性を追求した特許出願も散見される。
例えば、密度０.９２５～０.９５０ｇ/ｃｍ３のポリエチレン樹脂を主とする、５～１５
重量％酸化チタン含有のフィルムであって、且つ該フィルムのＭＤとＴＤ方向の平均引張
強度が２５０ｋｇ/ｃｍ２以上、ＭＤ方向の１％セカンドモジュラスが２５００～５００
０ｋｇ/ｃｍ２、全光線透過率４０％以下に特定したフィルムを粘着ラベル用フィルムと
するもので、そして該フィルムの片面に粘着層を、反対面にはコロナ放電又はポリエステ
ル系コート剤をコーテングして印刷層を設けることでラベル化を計っている（例えば、特
許文献１参照。）。
又、引張弾性率９８～９８０ＭＰａのポリオレフィン系樹脂フィルムの片面に、印刷のた
めのプライマー層として特にポリカーボネートポリウレタン樹脂を主成分とするポリウレ
タン樹脂を積層したものをフィルムとし、このプライマー層には印刷層を反対面には粘着
層を設けてラベルとか、建物の内装用等に使用するものもある（例えば、特許文献２参照
。）。
【０００５】
【特許文献１】
特開平６－１０２８２６号公報（第２頁、請求項1）
【特許文献２】
特開２００１－３３４６１５号公報（第２頁、請求項1～７、第８頁、段落００４８）
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
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本発明の課題は、ラベルとか、ステッカーとか、建物の内装等にも優れた適応性を有する
ものであることは勿論であるが、特に大面積を使っての広告宣伝を行うのに優れたビジュ
アルマーキングシートを見出すことにある。
具体的には、該シートのベースを形成する基体フィルムを見出すことにあるが、そのため
に必要な該フィルムは、取扱中（製造過程中とか、該シートの貼着作業中とか）において
シワ、チギレ、ワレ等のないことは勿論、例えば貼着する大面積の中に小さな突起部分（
例えば、打ち込まれたリベットの頭の部分、設計上又はデザイン上つくられた小さな凹凸
部分）があっても、そこでの貼着不良もなく、隅々まで確実に貼着でき、且つその部分で
密着に経時変化があって、徐々に剥離して浮き上がってくるようなことのない（以下これ
を突起部追従貼着性と呼ぶ。）ものと云うことにある。
この課題をもって本発明者が鋭意検討した結果、見出された発明が次の手段によるもので
ある。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
まず本発明の一つは、ポリエチレン系樹脂又はポリプロピレン系樹脂と軟化点５０℃以上
の可塑性炭化水素樹脂と白色無機化合物とからなり、且ついずれかの該樹脂１００に対し
て、該炭化水素樹脂が１０～５０重量部、該無機化合物が６０～１１０重量部含有され、
実質的に無延伸であることを特徴とするビジュアルマーキング用基体フィルムである。
【０００８】
又、前記基体フィルムは、次の構成で積層された発明でもある。
つまりポリエチレン系樹脂又はポリプロピレン系樹脂と軟化点５０℃以上の可塑性炭化水
素樹脂と白色無機化合物とからなり、且ついずれかの該樹脂１００に対して、該炭化水素
樹脂が１０～５０重量部、該無機化合物が６０～１１０重量部含有されてなる基体フィル
ム（１）を中間層として、その両外面にエチレンを主成分とするアクリル酸系モノマとの
エチレン系共重合樹脂による両外面層（２）が積層され、実質的に無延伸である３層基体
フィルム（３）であることを特徴とするビジュアルマーキング用基体フィルムである。
【００１０】
そして、前記基体フィルム（１、３）の使用における発明として、該フィルムの片面には
、インキ受容層（１００ａ）を介して設けられた印刷層（１００）が、そしてその反対面
には粘着層（１０１）が設けられていることを特徴とするビジュアルマーキングシートも
提供する。
【００１１】
又、前記印刷層（１００）がカラー水性インキによりインキジェット印刷されてなる多色
印刷層であるビジュアルマーキングシートが好ましいとして提供する。
【００１２】
又、前記ビジュアルマーキングシートは、乗物のボディーへの貼着宣伝用であるとして提
供する。
以下本各発明を次の実施形態でより詳細に説明する。
【００１３】
【発明の実施の形態】
まずポリエチレン系樹脂（以下ＰＥ系樹脂と呼ぶ。）又はポリプロピレン系樹脂（以下Ｐ
Ｐ系樹脂と呼ぶ。）から説明する。
【００１４】
ＰＥ系樹脂とは、一般に知られている分子量約１万以上で、強靭なフィルムとして成形で
きる単独ポリエチレン樹脂、エチレンを主成分とする不飽和ビニル化合物との共重合樹脂
又はこれら樹脂を主成分とする他のオレフィン系樹脂とのブレンド樹脂である。ここで単
独ポリエチレン樹脂は、具体的には、低密度ポリエチレン（高圧法またはブテンー１、ペ
ンテンー１等のＣ４以上のα―オレフィンとの共重合による低密度化）、高密度ポリエチ
レンである。
又該共重合樹脂の場合では、例えばエチレン含量が５０モル％より多い量で、アクリル酸
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、メタアクリル酸又はそのアルキルエステル等のアクリル酸系モノマ、酢酸ビニル、プロ
ピオン酸ビニル等の不飽和ビニル化合物を共重合したコポリマである。
又、該ブレンド樹脂にあっては、５０重量％より多い量の該ＰＥ系樹脂に例えば後述する
ＰＰ系樹脂をブレンドするとか、該ＰＥ系樹脂の中で例えば該共重合樹脂と単独ポリエチ
レン樹脂とをブレンドするものが挙げられる。
以上のＰＥ系樹脂の中で、好ましいものは低密度ポリエチレン、アクリル酸系モノマとの
共重合樹脂又はこれ等２種によるブレンド樹脂であり、より好ましいのは、該２種のブレ
ンド樹脂である。このブレンド樹脂の場合のブレンド比は１対１を中心にその前後２０重
量％以内とするのが良い。
【００１５】
一方ＰＰ系樹脂は、一般に知られている分子量約１万以上で、強靭なフィルムとして成形
できる単独ポリプロピレン樹脂、プロピレンを主成分とするエチレン、ブテン－１、オク
テンー１等のプロピレンを除くＣ２～Ｃ８程度のα―オレフィンとの共重合樹脂（ランダ
ム又はブロック）又はこれら樹脂を主成分とする他のオレフィン系樹脂とのブレンド樹脂
である。このブレンド樹脂の場合の他のオレフィン系樹脂としては、前記ＰＥ系樹脂であ
るのが好ましく、中でも低密度ポリエチレンか、エチレンを主成分とするアクリル酸系モ
ノマとの共重合ポリエチレンかであり、より好ましいの後者とのブレンドポリプロピレン
樹脂である。
【００１６】
そして、軟化点５０℃以上の可塑性炭化水素樹脂（以下単にＨＣ樹脂と呼ぶ。）は、次の
ようなものである。
まず作用的には前記ＰＥ系樹脂又はＰＰ系樹脂（以下この両樹脂をまとめて特定オレフィ
ン樹脂と呼ぶ。）と後述する白色無機化合物とが混合される中で、可塑化状態にして両成
分を結合させ、且つ該ＨＣ樹脂のブリードアウトもない一つの新しい樹脂体を創出させる
働きをするものということができる。従って、仮にそれ自身可塑性はあっても、５０℃よ
り低い（例えばパラフィンワックスのような）ポリエチレン（一般に分子量５０００以下
の低分子）とか他の炭化水素樹脂は勿論、５０℃以上ではあるが、非ＨＣ樹脂（例えば、
ロジン系樹脂。）であれば、この作用は有効に働かないので使用できない。
ここで軟化点の特定は、この作用効果の中で、（可塑化作用はあるにしても）特に混合後
のブリードアウトの有無であり、これが５０℃、好ましくは８０℃を境界として、それ以
上でなくなるからであり、そして特にＨＣ樹脂であることは、極めて高い親和性をもって
分散が行われ、一層優れた新たな樹脂体を創出させるのに有効に作用するというものであ
る。この極めて高い親和性は、ひいてはブリードアウトをしないものへと繋がって行く。
尚、該軟化点の上限は、１４０℃程度までが好ましい。これを超えると可塑化作用が有効
に働かなくなるからである。
【００１７】
前記ＨＣ樹脂を具体的に例示すると次の通りである。
軟化点が１３０℃前後の範囲にあるテルペン樹脂（α―ピネンからの重合物）、ピコライ
ト（β―ピネンからの重合物）及びこれ等とフェノール、ホルマリン樹脂との共縮合樹脂
とか、軟化点が６０～１２０℃程度の石油樹脂等が挙げられる。ここで石油樹脂とは、一
般に不飽和炭化水素を直接の原料とした樹脂、シクロペンタジエンを主原料とし又は高級
オレフィン系炭化水素を原料として加熱重合した樹脂である。これ等樹脂に不飽和結合が
残存している場合には、水添して完全飽和のＨＣ樹脂としたものがより望ましい。この中
でも該石油樹脂が好ましい。
【００１８】
そして白色無機化合物（以下単に無機化合物と呼ぶ。）は、次のようなものである。
まず特に無機化合物が選択されるのは、次のような理由による。
前記特定オレフィン樹脂に、ＨＣ樹脂が混合されると可塑化樹脂に変化するが、しかしそ
の樹脂の物性、特にヤング率の低下は避けられない。本発明におけるヤング率低下は、例
えば最終得られるビジュアルマーキングシートの広い面積での取扱い作業において、安全
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で安易にはできなくなる。つまり、取扱い中にクラックが入り易いとか、垂れ易いので一
度に大面積で巻取りするとか、それを大きく広げて一度に添着することが困難になる。こ
のようなヤング率低下による問題が無機化合物の併用によって解決されると云うものであ
る。
従って、一般に本来の特性を失わない範囲内で添加される、各種の添加剤の添加の意味と
は異り、樹脂の本質を変えるのである。このことは後述する組成比からも明らかである。
尚この無機化合物の色を白色としているのは、印刷の点からであり、印刷層のバックが白
色である方が、より鮮明な画像でもって広告宣伝できるからである。
従って、光線透過度は小さい程望ましいことになる。
【００１９】
具体的に無機化合物を例示すると次の通りである。
酸化チタン、硫酸バリウム、硫酸カルシウム、酸化亜鉛、硫酸アルミニウム、沈降炭酸カ
ルシウム、タルク等の各微粉体である。中でも酸化チタンが最も好ましい。これはより少
ない混合量でより効果的に、前記ヤング率特性とより不透明な白色基体フィルムが得られ
るからである。
尚、酸化チタンには、一酸化チタン、二三酸化チタン、二酸化チタンがあり、又その結晶
構造としてアナターゼ型とルチル型がある。中でもルチル型の二酸化チタン粉体が好まし
い。
【００２０】
前記を主成分とするが、更に特定の混合比も必須とする。これは（特定オレフィン樹脂の
本質を変えない範囲内で無機化合物とか、ＨＣ樹脂とかを添加混合すると言ったことでは
なく）、前記するように、３成分により新たな樹脂体を創出するためのものであり、全体
に占める特定オレフィン樹脂の混合量も他の２成分の全量よりも少ない方向にあり、新た
な樹脂体の創出を物語っている。
つまりその混合比は、特定オレフィン樹脂１００に対して、ＨＣ樹脂が１０～５０重量部
、好ましくは１５～４０重量部、無機化合物が６０～１１０重量部、好ましくは７０～１
００重量部である。
【００２１】
ここでＨＣ樹脂は、全体を可塑化させて、フィルム成形性にも加担するものであることは
勿論であるが、得られる基体フィルムにシワ、ワレ、チギレもなく、突起部追従貼着性も
付与されるように助勢的に作用をするものである。この作用は使用量によって影響される
が、１０～５０重量部の混合で有効に作用するようになる。
尚、１０重量部未満では、可塑化効率が悪く、シワ、ワレも入り易く、突起部追従貼着性
も悪くなる傾向になり、逆に５０重量部を超えると、チギレ易い傾向になるので、該範囲
以内に特定される。
【００２２】
一方無機化合物は、前記シワ、ワレ、チギレ、突起部追従貼着性を最も優れた状態へと導
き、前記課題の解決された基体フィルムに完成させる作用をするものである。これも使用
量によって影響され、６０～１１０重量部の混合で効果的になる。
尚、６０重量部未満では、シワの発生に影響するようになり、これが１１０重量部を超え
ると、チギレの発生に影響してくる。
尚、ＨＣ樹脂と無機化合物との混合範囲外が特定ポリオレフィン樹脂の混合量であり、そ
の量は少ないが、新たな樹脂体によるフィルムに支持性をもたせて、有効にフィルム成形
ができて、且つ基体フィルム（１）として求められる各特性発現のベース的作用を担って
いる。
【００２３】
そして前記基体フィルム（１）は、次の構成による３層の基体フィルム（３）でもある。
つまり該フィルム（１）を中間層として、その両外面にエチレンを主成分とするアクリル
酸系モノマとのエチレン系共重合樹脂を積層したものである。
ここでまず該樹脂により更に両外面層（２）が設けられるのは、次のような理由による。
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該フィルムが最終商品として使用される場合には、印刷した粘着シートの形となる。ここ
でまず印刷であるが、該フィルムへの印刷手段には、例えばグラビヤ印刷、スクリーン印
刷、オフセット印刷、インキジェット印刷等がある。この中でも例えば大面積へ色濃く、
且つ印刷部数も少ない場合には、インキジェット印刷によるのが有効である。
このインキジェット印刷の場合、使用されるインキが水性である場合が多いが、該フィル
ムがポリオレフィン系であることでインキのりは勿論、密着性も良くない。そこでこれに
対して対策をとるのが望ましいことになるが、この手段の一つが水性インキを容易に受け
入れるインキ受容層の積層である。
このインキ受容層も性質的には親水性であるので、該フィルムに直接設けることは密着性
等の点で好ましくない。そこでこのインキ受容層と該フィルムとの密着をより十分なもの
にするためには、両者を繋ぐバイダー的層を設けた方が良い。このバインダー的層が該エ
チレン系共重合樹脂による外面層である。
【００２４】
一方粘着機能の付与であるが、これは印刷面と反対側に粘着層を形成することで得られる
。これも該フィルムがポリオレフィン系であることで、直接設けることは密着等の点で好
ましくない。そこでこれについても両者を繋ぐバイダー的層があった方が良い。この粘着
層に対するバイダー的層もインキ受容層に対してのそれと同じ、該エチレン系共重合樹脂
によって、もう一つの外面層として設けられるというものである。勿論インキ受容層と粘
着層とはその形成成分が異なるので、同じ成分での両外面層でなくても良いが、特に該エ
チレン系共重合樹脂は該フィルムに対しても、インキ受容層と粘着層に対しても密着親和
性が高く、両層差のない優れた密着性が得られるので好ましい。
【００２５】
前記エチレン系共重合樹脂は、具体的には例えば次のようなものである。ほぼエチレン含
量が７０～９７重量％で、これと例えばアクリル酸、Ｃ１～Ｃ４のアルキル基置換（α位
）アクリル酸、そのアルキルエステル等のアクリル酸系モノマが３～３０重量％共重合（
ランダム又はブロック構造）されたものである。中でもＣ２～Ｃ４のアルキル基置換（α
位）アクリル酸との共重合ポリエチレン樹脂が好ましい。
尚、該エチレン系共重合樹脂には、一般には各種添加剤の添加は行われないが、添加しな
いということではない。特にインキ受容層側の外層に対して、例えば基体フィルムの白色
度が小さく、印刷画質に影響するような場合に前記無機化合物を補助的に添加する。
【００２６】
前記３成分による基体フィルム（１）は、無延伸で、引張破断伸度５０～１０００％、ヤ
ング率２００～６００ＭＰａ、８０℃における２５％伸張時のモジュラス０.５～３ＭＰ
ａの特性も有している。
ここで、まず無延伸（縦と横）であることによって、貼着を加熱下で行った場合でも、外
部環境の変化で収縮することはない。従って、これによる印刷画像の乱れとか、貼着不良
等の問題が起こるようなことはない。
尚、この無延伸は、実質的の意味であり、これ等が問題にはならないようなレベルであれ
ば、若干の延伸は許容される。
【００２７】
そして、前記各特性は次のような効果に繋がって特長づけられる。
引張破断伸度が５０～１０００％、好ましくは１００～９００％であることで前記するシ
ワ、チギレのない基体フィルム（１）になっている。
又、ヤング率２００～６００ＭＰａ、好ましくは３００～５００ＭＰａであることで、ワ
レのない該フィルムになっている。
又、８０℃における２５％伸張時のモジュラス０.５～３.５ＭＰａ、好ましくは１～３Ｍ
Ｐａであることで、特に高温下での貼着においても、突起部追従貼着性に優れた該フィル
ムになっている。
【００２８】
前記基体フィルム（１）及び３層基体フィルム（３）の厚み構成は、次の通りである。
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単層での基体フィルム（１）の場合は、６０～１２０μｍ、３層での基体フィルム（３）
の場合は、中間層となる基体フィルム（１）は５０～１００μｍ、両外面層（２）は各５
～１５μｍが例示できる
【００２９】
そして前記基体フィルム（１）及び３層基体フィルム（３）は、次のような方法での製造
が例示できる。
該基体フィルム（１）は、まず前記３成分の所定量を予備混合（一般に羽根付攪拌機によ
る）した後、混練用２軸押出機にて溶融混練を行い、ペレット状で得る。これにより完全
に均一に混合され新たな一つの樹脂が創出されたことになる。この溶融混練は一回で良い
が、２回行っても良い。
次にこのペレットを原料として、単層の丸ダイ又はＴダイを介して１軸溶融押出機にて単
層フィルム状で押し出す。押出されたフィルム状物は積極的な延伸操作を行うことなく、
冷却ロールに接しつつ固化して所望のフィルムとして巻き取る。ここでの押出温度、冷却
温度は特に必要条件とするものはない。一般に押出温度は、該３成分中のＰＥ系又はＰＰ
系の樹脂が有する融点よりも３０～５０℃高い温度、冷却温度は５０～８０℃が目安とな
る。
尚、丸ダイからの成形はチューブ状で得られるので、切開して使用する。
【００３０】
一方基体フィルム（３）は、前記基体フィルム（１）用のペレットと前記両外面層用のエ
チレン系共重合樹脂の粉末又はペレットを各々原料として、３台の１軸溶融押出機に供給
し、３層用Ｔダイから同時に３層フィルム状で押し出す。
押出されたこのフィルム状物は、積極的な延伸操作を行うことなく、冷却ロールに接しつ
つ固化して所望の３層基体フィルムとして巻き取る。ここでの各押出温度も特に必要条件
とするものはない。一般には中間層形成に対しては、前記基体フィルム（１）の場合と同
じにし、両外面層形成に対しては、該エチレン系共重合樹脂の有する融点よりも３０～５
０℃高い温度、冷却温度は前記の５０～８０℃を目安とすればよい。
【００３１】
次に、前記基体フィルム（１）又は基体フィルム（３）を使用したビジュアルマーキング
シートについて説明する。
まず該シートのビジュアルマーキングの意味は、印刷によりつくられた多色画像が、容易
にはっきりと目視できるような標示のことである。
この実際の標示は、該基体フィルム（１）又は基体フィルム（３）の片面にインキ受容層
（１００ａ）を介して印刷層（１００）を設け、そしてその反対面に粘着層（１０１）を
設けたシート状物とすることで可能になる。
【００３２】
前記インキ受容層（１００ａ）は、次のようにして設けられる。
まず該受容層形成の成分としては、油性インキ又は水性インキに対して、親和性があり、
その結果高速印刷でも正確に確実に印刷できるように助勢するものである必要がある。従
って、これに相当するものであれば、一般的にインキ受容層（別名プライマと呼んでいる
場合もある）成分として知られている親油性又は親水性の樹脂を制限なく使用できる。例
えば該樹脂成分としては、水性又は油性のアクリル系樹脂、ウレタン系樹脂、ポリエステ
ル系樹脂等である。
尚、ここで特に該層が特に基体フィルム（１）に対して設けられる場合は、外面層がない
ので、（それに替わるように）、少なくとも例えばコロナ放電を行って、十分な親水性面
にし、該両インキに対するインキ受容性を付与することが望ましい。
【００３３】
本発明のビジュアルマーキングシートに設けられる印刷は、前記するように水性インキに
よるインキジェット印刷が有効であることから、ここでは水性樹脂成分によるインキ受容
層の形成が好ましく行われる。
この形成は、例えばポリエステル系樹脂であれば、ＰＶＡとインキ定着剤を配合したポリ
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エステル樹脂液を、ウレタン系であれば、同様にＰＶＡとインキ定着剤を配合したウレタ
ン樹脂液を使って、前記基体フィルム（１）又は基体フィルム（３）の片面にコーテング
し乾燥固化すればよい。
該層の厚さは、印刷画像の鮮明性に影響するので、可能な限り薄い方がよいが、一般には
５～１０μｍ程度である。
【００３４】
前記形成された水性インキ受容層の上には、所望する画像で、水性インキを使いインキジ
ェット印刷法で印刷される。ここでの印刷条件は、特別なものはなく、一般に紙、フィル
ム等でのそれと同じである。
尚、インキジェット印刷法に替えて、オフセット印刷、グラビヤ印刷、スクリーン印刷も
同様に印刷できる。ラベル等の小さいマークの分野では、大量生産になるので、オフセッ
ト印刷又はグラビヤ印刷によるのが良い。
【００３５】
そして粘着層（１０１）は、前記印刷面と反対側の基体フィルム（１）又は基体フィルム
（３）に設けられる。実際の貼着作業に際して、この面を被貼着面に当て、常温又は加熱
下で押圧しつつ貼着固定される。
該層は、一般に使用されている感圧型又は感熱型（ディレードタック）の粘着性樹脂液を
コーティングし乾燥することで形成される。形成に際しての特別の条件はないが、基体フ
ィルム（１）の場合は、（前記インキ受容層の形成と同じように）少なくとも例えばコロ
ナ放電を行って、十分な親水性面にし、該両粘着性樹脂層の密着性が上がるように処理す
ることが望まれる。
【００３６】
かくして得られたビジュアルマーキングシートは、適正な柔軟性と腰の強さをもって、小
さな突起部分に対しての貼着追従性に優れている。従ってこの特性は、被貼着体に少々の
突起、凹凸部分があっても、そして被貼着体の大きさがタックラベル、レッテルのような
小さなものから、大面積を使って広告宣伝する看板とか、自動車、飛行機、電車等の乗物
に至るまで有効活用される。取り分け該乗物のボディー面への貼着用として有効である。
【００３７】
【実施例】
以下比較例と共に、実施例により更に詳述する。
尚、引張破断伸度（％）（以下伸度）、ヤング率（ＭＰａ）、８０℃、２５℃モジュラス
（ＭＰａ）（以下モジュラス）及び突起部追従貼着性は次の通り測定した値である。
●伸度
株式会社島津製作所製　引張試験機（ストログラフＲ－２００型）にて、１０ｍｍ幅サン
プル、標線間距離４０ｍｍ、引張速度２００ｍｍ/分で測定。
●ヤング率
株式会社島津製作所製　引張試験機（ストログラフＲ－２００型）にて、２５ｍｍ幅サン
プル、標線間距離２５０ｍｍ、引張速度２５ｍｍ/分で測定。
●モジュラス
株式会社島津製作所製　引張試験機（ストログラフＲ－２００型）にて、１０ｍｍ幅サン
プルを８０℃に加熱維持しつつ、標線間距離４０ｍｍ、引張速度２００ｍｍ/分で測定。
原サンプルが２５％伸長した時の応力を測定。
●突起部追従貼着性
半球状突起（直径７ｍｍ、高さ２ｍｍ）（リベット）のある平面に、８０℃に加熱したサ
ンプルの粘着面を当て、該突起に追従して隙間なく貼着した。まず貼着直後の平面線と貼
着サンプル間の角度（内側）を測定し、そのまま貼着状態を５時間維持（経時）し、再度
同様に角度を測定した。直後と経時の角度（°）を表示した。角度が大きい程優れている
ことになる。
【００３８】
（実施例１）
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低密度ポリエチレン樹脂（宇部興産株式会社、銘柄Ｆ５２２Ｎ、融点１０９℃、ＭＩ＝５
ｇ/１０分）と該樹脂１００に対して、水添炭化水素樹脂（丸善石油化学株式会社、マル
カレッツＨ－９２５Ｃ、軟化点１２３℃）２７.３重量部とニ酸化チタン５４.５重量部と
をまず予備混合し、次にこれを２軸溶融混練押出機で十分に混練してペレットとして得、
成形原料とした。
【００３９】
そして、前記成形原料を２３０℃に温調したＴダイ（スリット幅０.６ｍｍ、横幅６００
ｍｍ）からフィルム状に溶融押出しを行いつつ、７０℃に温調した冷却ロールを介して冷
却しながら実質的無延伸にて引き取りロールに巻き取った。
得られたフィルムは平滑で、その厚さは８０μｍであった。
このフィルムをサンプルとして、伸度、ヤング率、モジュラスを測定し表１に記載した。
【００４０】
(表１)

【００４１】
（実施例２）
共重合（ランダム）ポリプロピレン樹脂（三井住友ポリオレフィン株式会社、タイプＦ３
２７、融点１４０℃、ＭＩ＝７ｇ/１０分）と該樹脂１００に対して、実施例１と同じ水
添炭化水素樹脂（実施例１と同じもの）４０.３重量部とニ酸化チタン（実施例１と同じ
もの）６０.０重量部とをまず予備混合し、これを２軸溶融混練押出機で十分に混練して
ペレットとして得、成形原料とした。
【００４２】
そして、前記成形原料を実施例１と同じ条件にてＴダイからフィルム状に溶融押出しを行
いつつ、７０℃に温調した冷却ロールを介して冷却しながら実質的無延伸にて引き取りロ
ールに巻き取った。得られたフィルムは平滑で、その厚さは８０μｍであった。
このフィルムをサンプルとして、伸度、ヤング率、モジュラスを測定し表１に記載した。
【００４３】
（実施例３）
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エチレンを主成分とするエチルアクリレートとの共重合樹脂（三井デュポンポリケミカル
株式会社、ＥＶＡＦＬＥＸ－ＥＥＡ、銘柄Ａ―７０１、軟化温度７３℃、ＭＦＲ＝５ｄｇ
/分）と低密度ポリエチレン樹脂（実施例１と同じもの）とが１対１（重量比）で混合さ
れたポリエチレン系ブレンド樹脂と該樹脂１００に対して、水添炭化水素樹脂（実施例１
と同じ）３２.５重量部とニ酸化チタン（実施例１と同じ）８４.５重量部とをまず予備混
合し、これを２軸溶融混練押出機で十分に混練してペレットとして得、成形原料とした。
【００４４】
そして、前記成形原料を実施例１と同じ条件にてＴダイからフィルム状に溶融押出しを行
いつつ、７０℃に温調した冷却ロールを介して冷却しながら実質的無延伸にて引き取りロ
ールに巻き取った。得られたフィルムは平滑で、その厚さは８０μｍであった。
このフィルムをサンプルとして、伸度、ヤング率、モジュラスを測定し表１に記載した。
【００４５】
（実施例４）
エチレンを主成分とするメチルメタアクリレートとの共重合樹脂（住友化学工業株式会社
、アクリフト、銘柄ＷＤ２０３―１、軟化温度７５℃、ＭＦＲ＝７ｇ/１０分）５７.５重
量％と共重合（ランダム）ポリプロピレン樹脂（実施例１と同じもの）４２.５重量％と
を混合したエチレン/プロピレン系ブレンド樹脂と該樹脂１００に対して、水添炭化水素
樹脂（実施例１と同じ）１７.０重量部とニ酸化チタン（実施例１と同じ）７８.０重量部
とをまず予備混合し、これを２軸溶融混練押出機で十分に混練してペレットとして得、成
形原料とした。
【００４６】
そして、前記成形原料を実施例１と同じ条件にてＴダイからフィルム状に溶融押出しを行
い、７０℃に温調した冷却ロールを介して冷却し、実質的無延伸にて引き取りロールに巻
き取った。得られたフィルムは平滑で、その厚さは８０μｍであった。
このフィルムをサンプルとして、伸度、ヤング率、モジュラスを測定し表１に記載した。
【００４７】
（実施例５）（３層積層フィルムの場合）
◎中間層用樹脂、
プロピレンを主成分とするブテンー１との共重合プロピレン樹脂（非結晶性）とプロピレ
ンを主成分とするエチレンとの共重合ポリプロピレン樹脂とがブレンドされたポリプロピ
レン系ブレンド樹脂（宇部興産株式会社、銘柄ＣＡＰ３５７）４４.０重量％と共重合（
ランダム）ポリプロピレン樹脂（実施例2と同じもの）５６.０重量％とを混合したポリプ
ロピレン系ブレンド樹脂と該樹脂と該樹脂１００に対して、水添炭化水素樹脂（実施例１
と同じ）２２.０重量部とニ酸化チタン（実施例１と同じ）１００重量部とをまず予備混
合し、これを２軸溶融混練押出機で十分に混練してペレットとして得たもの。
◎両外面層用樹脂、
エチレンを主成分とするブチルアクリレートとの共重合樹脂（アトフィナジャパン株式会
社、銘柄ロトリル７ＢＡ０１）。
【００４８】
前記準備した中間層用樹脂を１台の溶融押出機に、そして両外面層用樹脂を２台の溶融押
出機に各々供給して、３層Ｔダイから２５０℃でフィルム状に溶融押出しを行いつつ、７
０℃に温調した冷却ロールを介して冷却しながら実質的無延伸にて引き取りロールに巻き
取った。得られたフィルムは平滑で、その全厚は８０μｍで、各層は中間層６０μｍ、両
外面層は各１０μｍであった。
このフィルムをサンプルとして、伸度、ヤング率、モジュラスを測定し表１に記載した。
【００４９】
（比較例１）
実施例３と同じポリエチレン系ブレンド樹脂を使用し、該樹脂１００に対して、水添炭化
水素樹脂（実施例１と同じ）４５.０重量部とニ酸化チタン（実施例１と同じ）１２０.０
重量部とをまず予備混合し、これを２軸溶融混練押出機で十分に混練してペレットとして
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得、成形原料とした。
【００５０】
そして、前記成形原料を実施例１と同じ条件にてＴダイからフィルム状に溶融押出しを行
いつつ、７０℃に温調した冷却ロールを介して冷却し、実質的無延伸にて引き取りロール
に巻き取った。得られたフィルムの表面は若干粗面であり、その厚さは８０μｍであった
。
このフィルムをサンプルとして、伸度、ヤング率、モジュラスを測定し表１に記載した。
【００５１】
（比較例２）
実施例３と同じポリエチレン系ブレンド樹脂を使用し、該樹脂１００に対して、水添炭化
水素樹脂（実施例１と同じ）８.０重量部とニ酸化チタン（実施例１と同じ）９２.０重量
部とをまず予備混合し、これを２軸溶融混練押出機で十分に混練してペレットとして得、
成形原料とした。
【００５２】
そして、前記成形原料を実施例１と同じ条件にてＴダイからフィルム状に溶融押出しを行
いつつ、７０℃に温調した冷却ロールを介して冷却し、実質的無延伸にて引き取りロール
に巻き取った。得られたフィルムは柔らかく、表面は若干粗面であり、その厚さは８０μ
ｍであった。
このフィルムをサンプルとして、伸度、ヤング率、モジュラスを測定し表１に記載した。
【００５３】
（比較例３）
実施例４において、水添炭化水素樹脂に変えて軟化点４５℃のパラフインワックスを使用
する以外は同一条件で溶融混練後フィルムに成形した。得られたフィルム柔らかく、表面
は波打ち状態で、その厚さは８０μｍであった。このフィルムをサンプルとして、伸度、
ヤング率、モジュラスを測定し表１に記載した。
【００５４】
（実施例6）
実施例１～５、比較例１～３で得た各基体フィルムの両面をまず処理強度２５Ｗ・分/ｍ
にてコロナ放電を行った。そして次の条件で、片面にはインキ受容層を、反対面には粘着
層を順次設けた。
◎インキ受容層の形成、
水系ポリウレタン樹脂（高松油脂株式会社　銘柄ＮＳ－１５５Ｘ、プロパノール含有、溶
液粘度約０.５Ｐａ・ｓ）をグラビヤコータにて塗布し乾燥して、層厚１０μｍを得た。
◎粘着層の形成、
アクリル系粘着剤（東洋インキ株式会社、オリバイン　品番ＢＰＳ１１０９）をグラビヤ
コータにて塗布し乾燥して、層厚２５μｍを得た。
【００５５】
そして前記得られた各フィルムのインキ受容層面に赤の水性インキを使って、インキジェ
ットプリンタ－にて全面にベタ印刷を行いビジュアルマーキングシートを得た。いずれの
場合も印刷自身には支障はなかったが、比較例１～３におけるインキ受容層及び粘着層は
基体フィルムとの密着力が、各実施例のものよりも弱かった。
尚、参考までに実施例５の３層積層フィルムを基体フィルムとする場合のビジュアルマー
キングシートを図解し、これを図１に示した。ここで１は単層基体フィルム、２は両面層
で、３が１及び２からなる３層基体フィルム、１０１が粘着層、１０１ａがインキ受容層
、１００が印刷層である。
【００５６】
そして前記得られた各ビジュアルマーキングシートを用いて突起追従貼着性について調べ
結果を表１に示した。
【００５７】
【発明の効果】
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本発明は、前記の通り構成されているので次のような効果を奏する。
【００５８】
シワ、チギレ、ワレ等のない適正な硬さと柔らかさを持ったビジュアルマーキングシート
用の基体フィルムが容易に得られるようになった。
【００５９】
ビジュアルマーキングシートの中でも、特に大面積に貼着して広告宣伝を行う場合の作業
もし易くなり、且つその大面積の中に小さな突起部分.があっても、そこでの貼着不良も
なく、突起部追従貼着性に優れたものが得られるようにもなった。
【００６０】
ビジュアルマーキングシートはラベル、ステッカー等の小物用は勿論のこと、自動車、飛
行機、電車等の車体面による広告宣伝用として有効である。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は、本発明のビジュアルマーキングシートの１例を断面で示す。
【符号の説明】
３・３層（１，２）からなる基体フィルム
１００ａ・インキ受容層
１００・印刷層
１０１・粘着層

【図１】
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